
個人住民税の定額減税に関するご質問について掲載しております 

※このページは随時更新します 

 

●制度について 

Ｑ１． 令和６年３月に山梨市へ転入してきました。定額減税は受けられますか。 

Ａ１． 山梨市での定額減税はありません。令和６年１月１日に住所があった市区町村

にて定額減税が行われます。 

 

Ｑ２． 令和６年４月に子どもが生まれましたが、定額減税の扶養親族加算対象になり

ますか。 

Ａ２． 令和６年４月に生まれた子どもは、令和６年度個人住民税の扶養親族とならな

いため扶養親族加算対象になりません。なお、扶養親族とは令和５年１２月 

３１日の現況で、納税者と生計を一にしており、年間の合計所得金額が４８万

円以下であるなどの要件が必要です。 

 

Ｑ３． 令和６年５月に母を扶養親族に追加しました。定額減税の扶養親族加算対象

になりますか。 

Ａ３． 令和６年中の扶養親族の追加は、令和６年度の個人住民税に影響しないため

扶養親族加算対象にはなりません。 

 

Ｑ４． 扶養している控除対象配偶者以外の同一生計配偶者（納税義務者本人の合

計所得金額が１,０００万円超えで、かつ、配偶者の合計所得が４８万円以下の

方）の定額減税はどのようになりますか。 

Ａ４． 控除対象配偶者以外の同一生計配偶者の定額減税は令和７年度の個人住民

税で行われます。 

 

Ｑ５． 配偶者特別控除の対象となる配偶者の定額減税はどのようになりますか。 

Ａ５． 配偶者特別控除の対象となる納税義務者の配偶者は“控除対象配偶者”では

ないため、納税義務者の配偶者としての定額減税の適用は受けられません。

ただし、当該配偶者が所得割の納税義務者であれば定額減税を受けることが

できます。 

 

Ｑ６． “控除対象配偶者”および“扶養親族”とは何ですか。 

Ａ６． 控除対象配偶者とは、同一生計配偶者（納税義務者本人と生計を一にする配

偶者で前年の合計所得金額が４８万円以下の方）のうち、納税義務者本人の

前年の合計所得金額が１,０００万円以下の場合の配偶者を指します。また、扶

養親族とは、納税義務者本人と生計を一にする親族で前年の合計所得金額

が４８万円以下の方を指します。 



Ｑ７． 休職等により令和５年中の収入が無く課税されない場合、定額減税はどうなり

ますか。 

Ａ７． 定額減税の適用はありません。ただし、他の納税義務者の扶養親族となって

いて一定の要件を満たす場合は、他の納税義務者の扶養親族として定額減

税の扶養親族加算対象者として算定されます。 

 

Ｑ８． 退職手当に対して課税される市民税・県民税は定額減税の対象となりますか。 

Ａ８． 退職手当は現年分離課税のため定額減税の対象にはなりません。 

 

●実施方法について 

Ｑ９． 個人住民税の定額減税を受けるために必要な手続等ありますか。 

Ａ９． 必要ありません。確定申告書、住民税申告書、給与支払報告書、年金支払報 

告書等の山梨市が保有する税情報から個人住民税の定額減税分を算出しま 

す。 

 

Ｑ１０．定額減税額を確認する場合どのように確認できますか。 

Ａ１０．定額減税額は令和６年度市民税・県民税・森林環境税の決定通知書において

確認することができます。 

（１） 給与からの特別徴収の場合 

“給与所得等に係る市民税・県民税・森林環境税 特別徴収税額の決

定・変更通知書（特別徴収義務者用）”を令和６年５月に勤務先へ送付 

（２） 普通徴収または公的年金からの特別徴収の場合 

“市民税・県民税・森林環境税 決定通知書”を令和６年６月に個人宛

てに送付 

 

●その他 

Ｑ１１．所得税の定額減税について教えてください。 

Ａ１１．所得税については国税のため、制度の詳細は国税庁ホームページをご確認

いただくか、山梨市在住の方を管轄する山梨税務署（電話 0553-22-1411）へ

お問い合わせください。 

国税庁ホームページはこちら → “定額減税特設サイト” 

 

Ｑ１２．定額減税は、ふるさと納税の寄附上限額に影響しますか。 

Ａ１２．影響しません。ふるさと納税の寄附上限額は、定額減税“前”の所得割額の  

２割となります。 

 

 

 

https://www.nta.go.jp/users/gensen/teigakugenzei/index.htm


●定額減税調整給付金 

Ｑ１３．定額減税調整給付とはどのような制度ですか。 

Ａ１３．令和６年所得税、令和６年度個人住民税所得割から行われる定額減税で、十

分に減税を受けられないと見込まれる方に、その差額を支給します。 

 

Ｑ１４．自分は調整給付の対象になりますか。 

Ａ１４．市から発送される市・県民税の決定通知書もしくは、納税通知書に、個人住民

税についての定額減税額および定額減税残額の記載があります。減税残額

が１円以上の場合、調整給付の対象となり、所得税における減税しきれないと

見込まれる額と合わせて給付されます。（詳しくはＱ１６） 

    ※通知に記載のある定額減税残額が０円の場合でも、所得税の定額減税にお

いて減税しきれない額があると見込まれる場合には、調整給付の対象となり

ます。 

 

Ｑ１５．調整給付についての書類（確認書等）は、誰が、いつ、どこに、送付されますか。 

Ａ１５．令和６年度個人住民税を課税している市町村から対象者の住民票上の住所

宛に送付されます。山梨市では、８月下旬に発送します。 

 

Ｑ１６．調整給付金はいくらですか。 

Ａ１６．次の（ア）と（イ）の合算額を１万円単位で切り上げた額です。 

（ア） 所得税分定額減税可能額 － 令和６年分推計所得税額 

（イ） 個人住民税所得割分減税可能額 － 令和６年度個人住民税所得割

額 

    ※調整給付金の支給対象の方には、８月下旬に山梨市から通知（「支給のお知

らせ」または「支給確認書」）をお送りしますので、支給額については、そちらを

ご確認ください。 

 

Ｑ１７．調整給付金の算定につかう所得税額が推計なのはなぜですか。 

Ａ１７．国から示されている支給時期には、令和６年分の所得税の総額は確定してい

ないため、令和６年度の個人住民税の課税に用いた情報を基に、国が用意し

た「調整給付のための算定ツール」を通して推計した数値を令和６年推計所得

税額として調整給付金を算定しています。 

     なお、令和６年分の所得税の確定後、調整給付金の支給額に不足が生じる

場合には、令和７年度に不足分を追加給付します。 

 

 

Ｑ１８．調整給付金を受け取るためには、どのような手続きが必要ですか。 

Ａ１８．対象の方には令和６年８月下旬に住民票上の住所へ通知をお送りいたします。 



① 「支給のお知らせ」が届いた方 

調整給付金の支給対象の方で、山梨市が公金受取口座の登録を確認でき

た方には、「支給のお知らせ」を送付します。 

「支給のお知らせ」に記載の振込口座への振り込みに変更がなければ、手

続きは必要ありません。通知に記載の振込予定日（令和６年９月１３日）に

給付金をお振込みいたします。 

② 「支給確認書」が届いた方 

調整給付金の支給対象の方で、山梨市が公金受取口座の登録を確認でき

なかった方には「支給確認書」を送付いたします。 

「支給確認書」が届いた方は、以下のどちらかの方法で申請してください。 

・オンライン申請 

同封されている「本人確認書類等貼付用紙」に記載の二次元コードより

スマートフォン等で申請してください。 

・紙による申請 

「支給確認書」に必要事項をご記入いただき、提出書類を添付し返信し

てください。 

※詳しくはお送りする通知をご確認ください。 

 

Ｑ１９．調整給付金は、いつ頃支給されますか。 

Ａ１９．支給のお知らせが届いた方は、通知に記載の振込予定日（令和６年９月１３日）

に給付金をお振込みいたします 

    支給確認書が届いた方は、市が支給確認書等を受理した日（不備のないもの）

から３～４週間程度でのお振込みとなります。 

 

Ｑ２０．山梨市から他の自治体へ引っ越しをしました。／他の自治体から山梨市へ引

っ越しをしました。調整給付金はどこから支給されますか。 

Ａ２０．調整給付金は、令和６年度の個人住民税が課税されている自治体から支給さ

れます。山梨市から課税されている方は、他自治体に転出されていても山梨

市から支給されます。一方、他自治体から課税されている方は、山梨市に転

入されていても課税されているもとの自治体から支給されます。 

 

Ｑ２１．令和６年中に生まれた子どもは給付金を算定する上での扶養親族の対象とな

りますか。 

Ａ２１．定額減税および調整給付の取扱いは所得税と個人住民税で以下のように異

なります。 

・所得税について 

  年末調整または確定申告書により、生まれた子の分の定額減税を受けるこ

とができます。これにより所得税から引ききれない金額がでた際には、令和７



年度に追加給付されます。 

・個人住民税について 

  定額減税および調整給付金は、令和６年１月１日以降に生まれた子は対象

となりません。 

 

Ｑ２２．支給対象者が亡くなった場合、調整給付金は支給されますか。 

Ａ２２．申請前に亡くなられた場合は、支給されません。申請後に亡くなられた場合は、

対象者に対して給付され、ほかの相続財産とともに相続の対象となります。た

だし、確認書に記載された振込口座が凍結されるなど振り込みができない状

態となった場合は、調整給付金窓口（０５５３－３４－８０１５）にご連絡ください。 

     ※確認書等の印刷時期の関係で通知が届くことがあります。申し訳ありませ

んが、ご了承ください。 

 

Ｑ２３．令和６年３月まで無収入で、同年４月から働き始めた場合、調整給付の対象と

なりますか。 

Ａ２３．令和６年度個人住民税は令和５年分の収入に対して課税される税金のため、

令和５年が無収入だった場合は、令和６年度個人住民税の対象外（課税され

ないこと）となり、調整給付も対象となりません。ただし、４月から収入が発生し、

令和６年分所得税が課税される場合は、定額減税の対象となり、減税しきれ

なかった場合は、令和７年度での給付を予定しています。 

 

Ｑ２４．令和６月７月以降に、令和５年中の収入について修正申告を行いました。調整

給付金額の算定に反映されますか。 

Ａ２４．調整給付金は、令和６年６月２８日までに山梨市の税務システムに入力された

情報を基に算定しております。そのため、それ以降の申告（税額や扶養人数

の変更等）は反映されておりません。 

     なお、令和６年分の所得税と定額減税の金額が確定した後、調整給付金の

支給額に不足が生じる場合には、令和７年度に追加給付します。 

 

Ｑ２５．既に他の給付金（令和５年度電力・ガス・食料品等価格高騰重点給付金（７万

円）など）をもらっています。個人住民税と所得税の調整給付は受けられます

か。 

Ａ２５．定額減税・調整給付の対象の判断は、令和６年度分の個人住民税所得割分と

令和６年分所得税で行います。令和５年度分の個人住民税に基づき実施され

た非課税者や均等割のみ課税者への給付金受給の有無による影響はありま

せん。 

 

 



Ｑ２６．令和６年度特定世帯等重点支援給付金を受給した後、税額更正により調整給

付の対象となった場合はどうなりますか。 

Ａ２６．ご本人様からの申請によって調整給付を受給することができます。ただし、令

和６年度特定世帯等重点支援給付金で受給した１０万円を返還していただく

必要があります。 


